
4．放送通信連携サービスの研究

2000 年に始まったBSデジタル放送の受信機には電話モデムが搭載されており、データ放送
の通信機能を活用した双方向番組が実現した。さらに、2003 年に地上デジタル放送が始まる
とその受信機にはイーサネットの通信機能があり、インターネット／ブロードバンドの普及に
あわせて、放送通信連携機能が注目されるようになった。2006 年 4 月から始まったワンセグ
サービス用の受信機の多くは携帯電話に搭載されたため、基本的に通信機能をもっている。放
送波からのワンセグデータサービスは伝送容量の制約もあり、詳細な情報については携帯電話
を利用した通信経由で取得する。これらが放送通信連携サービスの実用化の始まりであり、技
研もテストストリーム作成や規格改定などに協力した。
デジタル放送の実用化作業が一段落すると、技研ではさらなるデータ放送の高度化の検討に
取り組んだ。実用化された BML（Broadcast Markup Language）は専らリモコンによる画面表
示制御が機能の中心であるが、Java を導入することによってより高度な表現やさまざまな機
能追加などが実現する。また、ホームネットワークを介して多様な機器制御なども可能となる。
これらの拡張については、実証実験を行い、さらに（社）電波産業会（ARIB）や ITU-T/ITU-R
での規格化も行った。
この Java の技術を活用して、視聴環境適応型の表現技術の研究にも取り組んだ。この研究
は、放送波にメタデータが付加されることを前提に、受信機の表示能力や受信機が置かれた環
境にあわせた表示処理を行うことが目的である。AdapTV という名称で、ダイジェスト視聴
やトリミング視聴などさまざまな受信形態を実現するための技術を開発した。この技術は、そ
の後の放送通信連携システムの基盤となる技術になった。
ブロードバンドを活用してハイビジョンを配信する可能性を検討した。自治体ネットワーク
を利用する地上デジタル放送 IP（Internet Protocol）再送信実験では、放送波をそのまま高品質
に伝送する方式を開発・提案した。また、IP 伝送後にギャップフィラーとして再送信する技
術の開発も行った。
IP 伝送技術では、P 2 P（Peer to Peer）技術によるコンテンツ伝送にも取り組んだ。サー

バーの負担を軽減して、受信機がコンテンツをリレーしながら伝送する P 2 P 技術を用いて、
全国／地域のコンテンツ切り替えを行う手法などを開発した。また、放送に関連したコンテン
ツをネットワークにより広く流通させるうえで有力な手段としても研究を進めている。
さらに、インターネット上のサービスを放送に生かす取り組みを行った。放送されている

チャンネルと同じボタンを PCのブラウザー上で選択し、対応する番組ホームページが簡単に
表示できる放送連動番組ホームページナビゲーションサービス「ch＠ねっと（チャネット）」
は、NHKのホームページである「NHKオンライン」上でサービスを行った。
また、インターネットを活用して、番組に関する視聴者からのコメントを放送局で集約し、
その結果を再び視聴者に向けて提示する新たな視聴者コミュニティー支援技術も開発した。こ
れは、インターネット上のソーシャルネットワークサービスを放送に活用する技術として、さ
らなる発展が期待されている。
放送後のコンテンツをオンデマンドで配信する PRS（Program Request Service）の研究を

行った。PRS では、実際にデジタル受信機用インターフェースとデジタル放送コンテンツの
記録サーバーを利用したコンテンツ配信システムを試作し、NHK内で実験を行った。コンテ
ンツの権利処理などの点からフィールド実験までは実施できなかったが、ネットワークを使っ
たハイビジョンコンテンツのオンデマンド配信の先駆けとなるものであった。
デジタル放送に蓄積機能と通信機能を活用して新しい放送コンテンツの視聴形態を目指した
サーバー型放送は、ハードディスクにハイビジョンコンテンツを蓄積して、好きなときに見る
というホームサーバーの考え方をさらに拡張し、通信機能も活用して好みのコンテンツを視聴
できる。受信機のハードディスクに蓄積した放送コンテンツの視聴をアクセス制御により管理
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4.1 データ放送の高度化
4.1.1 次世代 ISDBアプリケーション
BS デジタル放送、地上デジタル放送の実用化以降は、

次世代 ISDB（Integrated Services Digital Broadcasting）
を目指し、新たなアプリケーションの検討を進めた。
2001 年 3 月に ITU-T SG 9 においてマルチメディア

放送アプリケーション環境が勧告 J. 200 として策定され
た。基本的な構成は、表示制御などを行う PE（Presen-
tation Engine：プレゼンテーションエンジン）と高度な
ソフトウエア処理を実行するEE（Execution Engine：ア
プリケーション実行エンジン）から成る。
まず、PE についての取り組みとして多様な視聴者、
視聴環境に対応する次世代のデータ放送サービスを目指
し、BS デジタル放送・地上デジタル放送などにおける
データ符号化方式である BML の拡張による新たなサー
ビス・技術の検討を行った。データ放送サービスをユー
ザーの状況に応じ提供する手段として、BML を汎用的
な XML（Extensible Markup Language）に変換するデー

タコンテンツ変換システムを 2003 年に開発した（1, 2）（図
4.1）。これにより、例えば、画面表示用の文字情報など
を、受信機で拡大表示、音声読み上げ、点字提示するな
どが可能となり、人にやさしい放送が実現できる見通し
が得られた。
また 2002 年には、BMLの機能を拡張することにより、
テレビ放送の映像・音声に連動して照明・空調などを制
御し、体験感や臨場感を可能にする感興放送システムを
提案した（3~5）。
一方、BML の拡張と並行し、表現機能、外部機器連

携、ネットワークとの親和性などに優れた Java などの
EEによる新たな符号化方式を用いた、より高度で柔軟
なサービスの実現に向けた研究開発も進めた。
この Java を用いた方式は欧米を中心に検討が進めら

れていたが、日本も世界標準を目指し、世界共通コア仕
様策定に向けて議論を進め、Java をベースとし、世界
標準としての整合性と日本独自機能を盛り込んだARIB
標準規格 STD-B 23 1.0 版の制定に寄与した。この内容

することを目指して新たな CAS（Conditional Access System）システムも考案し、これを基本として
サーバー型放送の検討を行った。サーバー型放送は、より高度なデジタル放送システムとして、情報
通信審議会で答申され、さらに放送／通信事業者、メーカー、コンテンツプロバイダー、広告事業者
など多くの企業が参加したサーバー型放送運用規定策定プロジェクトにて、具体的な方式の検討が行
われた。技研もこの検討に寄与し、ここでの検討内容はARIB 技術資料としてまとめられた。
PRS もサーバー型放送も当初想定した形ではサービス実現に至らなかったが、ここでの検討は、

現在、NHKオンデマンドで行われているVOD（Video on Demand）による見逃しサービスやアーカイ
ブス提供の礎になった。また、これらの通信連携サービスやコンテンツ流通を支えるセキュリティー
技術も研究が進み、新たなRMP（Rights Management and Protection System）、電子透かし、暗号認
証技術の研究も行っている。
2009 年から始まったNHKの 3か年経営計画には、「放送・通信融合時代を先導する技術の研究・
開発を推進します」と記載された。このように、デジタル放送とブロードバンドの発展をもとに、こ
の 10 年の間に技研では放送通信連携・融合に向けた研究開発が活発になっている。

〔加藤 久和〕

図 4.1 データコンテンツ変換システム
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は ITU-R SG 6 WP 6 M、ITU-T SG 9 にも入力され、
ITU-R 勧告 BT. 1722、ITU-T 勧告 J. 202 に反映され
た。
以上の研究は、難波誠一、大谷 明、吉村俊郎、木村

武史、浜田浩行、加井謙二郎、藤澤和也、斉藤恭一、武
智秀、小西宏和、斉藤恭一、石川浩一、上野幹大、松
村欣司、大槻一博、戸張貴司が主に担当した。

〔浜田 浩行〕
4.1.2 データ放送高度化による放送通信連携
地上デジタル放送の携帯端末向け放送（ワンセグ）につ
いて、放送と通信の両方を利用した携帯向け放送通信連
携サービスの研究に 2001 年より着手した。
サービスシミュレーション装置（図 4.2）を試作し、
その上で動作するコンテンツを用いて、放送と通信の機
能それぞれの役割の整理や、公共放送が提供するサービ
スとしてどのようなものが適切であるかの検討を進め
た（6~8）。マルチメディア放送としての入り口にあたる
ページなどの共通で重要な情報のみをワンセグで送り、
詳細な情報などは通信を利用して取得するといった放送
と通信の使い分けや、位置情報の利用、緊急情報サービ
スなどが有力なサービスとして考えられるとの結論を得
た。
これらサービスの検討と並行して、デジタルテレビに
比べて画面が小さく、解像度の制約が大きいと考えられ
る携帯端末によるデータ放送受信の実現性や、放送通信
連携のために必要な携帯端末によるデータ放送受信機能
について（株）KDDI 研究所と共同で開発を行い、小型端
末や基本的な機能を有する携帯電話型端末の試作を通じ
て、実現可能であるとの結論を得た（9）。また、リモコン
以外のデバイスを用いるユーザーインターフェースにつ
いて、スタンフォード大学と共同で研究を行い、音声指
示によるデータ放送コンテンツの操作が実用的であると
の結論を得た（10）。さらに、2006 年から本放送が予定さ
れていたワンセグへの対応として、2004 年より放送通
信連携機能をもち、運用規定を忠実に実装した携帯電話

型受信機およびその送出系を試作し、技研公開や「愛・
地球博」での展示を通じてサービスの実現性や有用性を
示すとともに、ワンセグ向けデータ放送コンテンツ制作
のための PC 上のワンセグ BML ブラウザーを開発し、
外部への供給を行った（11）。
一方、この頃よりブロードバンドインターネットが一
般的になってきたことを受け、宅内ネットワークを利用
した放送通信連携サービスの研究を開始した。ここでは、
宅内ネットワークを通して受信機やその他の機器が連
携（12）して提示を行うことで拡張性を確保するとともに、
多様なサービスを提供できる Java を用いた受信機プ
ラットフォームを開発し（13, 14）、ARIB STD-B 23 1.2 版
にその仕様を反映するとともに、ITU 勧告への寄与も
行った。また、IBC 2009 での展示を行った。
以上の研究は、国分秀樹、妹尾 宏、木村武史、鹿喰

善明、中川俊夫、星野春男、武智 秀、上野幹大、松村
欣司、馬場秋継、戸張貴司、大槻一博、坂木啓司、沼田
誠、澤井里枝が主に担当した。

〔武智 秀〕
4.1.3 視聴環境適応型表現技術
番組に対する嗜好や加齢・障害による受容能力の違い、
視聴端末の解像度などの視聴環境の違いなどに適応して、
受信側で放送コンテンツを変換して提示する視聴環境適
応型表現技術（AdapTV）の研究を 2005 年から 2009 年に
行った。
2005 年から 2007 年までは、AdapTVの実現の可能性
と課題を探るために、サービス例とその実現手法の検討
を行い、複数のシステムの試作を行った。
1つめは、ディスプレイの画面サイズと映像の内容に
応じてトリミングの位置とサイズを適応的に変化させて、
放送の映像を見やすい画面に変換して提示する手法の検
討を行い（15, 16）、携帯端末に表示するためのシステムを
試作した（17）（図 4.3）。また、画面サイズだけでなく視
聴者の好みのオブジェクトの位置にも適応してトリミン
グ位置を決定するアルゴリズムを開発した（18）。さらに、
スポーツ番組におけるスコアがトリミング後も表示され
るように、オブジェクトの重要度をメタデータとして画
面を再構成するシステムを試作した（19）。これらには放
送局からのメタデータが必須であるが、メタデータが伝
送されない場合にも対応させるために、受信機で簡単な
映像処理によってメタデータを生成する手法を考案し
た（20, 21）。
2 つめは、教育番組において、録画済みの番組を視聴
するときのリモコン操作履歴から、視聴者の学習レベル
を推定し、学習レベルに応じてシーンを再構成して再生
するシステムを試作した（22~24）。また、リモコン操作だ
けでなく視聴者の顔の向きを検出し、視聴者のシーンに図 4.2 ワンセグサービスシミュレーション装置によるデモンストレーション
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対する興味度から学習レベルを推定するシステムを開発
した（25）。
3 つめは、視聴者の嗜好や放送局の意図を反映した

ニュースのダイジェスト視聴システムを開発した。
ニュースの視聴履歴から視聴者の嗜好を推定するととも
に、ニュースのオーダーなどからトピックの重要度を推
定し、その組み合わせによりダイジェストを作成するシ
ステムを試作した（26, 27）。ニュース編集責任者が判断し
た重要度とこの手法で算出した重要度との比較評価に
よって、この手法による重要度が十分な精度をもってい
ることを示した（28, 29）。
データ放送のコンテンツに意味情報を付加し、受信機
がそれを解釈することで、視聴者のさまざまな要望に対
応してデータ放送のレイアウトを変更したり、理解しや
すいように内容を読み上げるシステムを試作した（30~32）。
その応用として、視覚障害者向けのマルチメディア受信
機を試作し（33~35）、また、緊急速報スーパーの読み上げ
方式の提案を行った（36）。
また、AdapTV の受信機の処理として、ルールベー

スのコンテンツ変換機構を提案し、プロトタイプシステ
ムの実装を行った（37, 38）。さらに、既存のデータ放送を
利用した伝送方式についても検討を行った（39）。
2008 年から 2009 年までは AdapTV のシステム構築

を行った。AdapTV を実現するためのプラットフォー
ムとして Java データ放送を利用することとし、
AdapTVを Java データ放送で実行するために必要とな
る要求仕様を検討し、これを（社）電波産業会（ARIB）に
提案して Java データ放送のARIB 規格を改定した。ま
た、要求仕様に基づいた機能拡張が可能な Java データ
放送受信システムの開発を行い（40, 41）、2007 年までに開
発したAdapTVアプリケーションが Java データ放送の
仕組みで動作することを示すとともに（42）、従来のデー
タ放送では実現できなかったフリーカーソルなどのユー
ザーインタフェースを充実させた（43）。ただし、これら
のAdapTV アプリケーションを受信機で複数同時に動
作させることは困難であった。このため、これらの処理
をホームネットワークの機器に分散させる機能の開発を
行った。このアイデアを発展させて AdapTV などの高

機能なサービスをネットワーク側で行うため、クラウド
技術を利用した放送通信連携システムの検討を開始した。
その例として、放送されない多言語字幕をインターネッ
ト経由で受信して放送番組にオーバーラップする技術を
開発した（44, 45）。
以上の研究は、八木伸行、浜田浩行、金次保明、妹尾
宏、鹿喰善明、武智秀、上野幹大、松村欣司、馬場秋
継、大槻一博、沼田誠、澤井里枝が主に担当した。

〔金次 保明〕
4.1.4 ITS 地上デジタル放送連携技術
2005 年度から 2007 年度までの 3 年間、（独）情報通信
研究機構（NICT）の委託研究「ユビキタス ITS の研究開
発」を、富士通（株）、（株）デンソー、（株）トヨタ IT 開
発センター、（株）国際電気通信基礎技術研究所（ATR）、
（株）KDDI 研究所と共同で受託した。NHK は地上デジ
タル放送と 5.8 GHz 帯専用狭域通信（DSRC：Dedicated
Short Range Communication）双方を用いた放送通信連
携技術について研究開発を進めた。
この研究により、①地上デジタル放送の緊急警報放送
起動フラグや緊急警報放送の情報の一部を DSRC 経由
で車載端末に伝送し、車載端末の電源を制御して警報放
送受信状態に遷移させ、情報の一部を表示する端末制御
技術、②データ放送コンテンツと DSRC 経由の情報を
シームレスにマージして統合表示を行う放送方式と端末
技術、③ DSRC の同報通信モードにおいて、誤りの発
生したパケットのデータ再送までの時間を短縮し、情報
を効率的に伝送する技術を確立した。
2008 年 2 月には、受託 6 社の共同により、横須賀リ

サーチパーク（YRP）の公道を使用した公開実証実験を
実施し、ITS 関連 4 省庁（総務省、警察庁、国土交通省、
経済産業省）関係者をはじめ、ITS 関連事業者に成果を
公開した。
以上の研究は、藤田欣裕、須崎俊彦、星野春夫、遠藤
洋介、今村浩一郎が主に担当した。

〔遠藤 洋介〕

図 4.3 画面サイズや視聴者のニーズに適応して放送映像をトリミングする技術（口絵参照）
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番組ホームページチャンネル
パレット

4.2 通信利用サービスの研究
4.2.1 ネットワーク利用サービス
多様な通信ネットワークと連動した新しい放送サービ
スの開発を目的として、2000 年から 2005 年にかけて
ネットワーク利用技術の研究を実施した。
機器操作の容易さや親しみやすさなど、これまでのテ
レビの特長を損なわずにインターネット上のコンテンツ
を利用する仕組みとして、テレビリモコンに似せたチャ
ンネルパレットと呼ぶユーザーインターフェースを用い
て放送中の番組に関連したホームページを即座に表示す
る放送連動番組ホームページナビゲーションサービスを
開発した（46）。利用者は、チャンネルパレットのチャン
ネル番号ボタンを押すだけで、その番号のチャンネルで
放送中の番組のガイド情報と番組ホームページを簡単に
かつすばやく呼び出すことができる（図 4.4）。この
サービスは 2001 年 5 月 2 日～12 月 31 日の期間、「イン
ターネット博覧会」（インパク）の NHKサイトにて実験
サービス（ch＠ねっと：Channels on the Internet）として
実施し、東京地域の地上波テレビ放送および BS デジタ
ルテレビ放送に関するホームページを案内した。さらに
2002 年、NHK公開ホームページ上のサービスに導入し、
多くの視聴者の利用に供した（47）。
2003 年にはユビキタス環境に応用し、RFID（Radio

Frequency Identification、電磁波を利用した非接触 IC
タグ）付きのリモコンと、場所情報をもつ PC 端末を利
用することで、時刻や場所などのコンテキスト（状況）
に適したホームページをボタン 1つで呼び出せるように
改良した（48）。
2004 年から 2005 年にかけて、PC のテレビ受信機能

と「ch＠ねっと」との連携によるサービス評価を目的
として、一般の PC利用者を対象とするサービス実証実
験をNECパーソナルプロダクツ（株）との共同研究で実
施した。
また、家庭内の情報機器（情報家電）との連動サービス

の検討を 2000 年から進めた。外出先から携帯電話や
PCを用いて、家庭に設置したホームサーバーに接続し、
録画予約だけでなく、録画した番組を外出先で見ること
ができるシステムを開発した（49）。IPv 6（Internet Proto-
col version 6）での動作を確認するとともに、ネットワー
クの混み具合に応じて動画像の伝送レートを適応的に切
り替える技術を導入しその有効性を確認した。
以上の研究は、和泉吉則、岩舘祐一、山本 真、星野

春男、中川俊夫、青木勝典、藤澤俊之、中岡範之が主に
担当した。

〔青木 勝典〕
4.2.2 サーバー型放送システム
（１）デジタル放送サービスの高度化システム
2000 年より、ホームサーバーを利用したデジタル放

送の高度化システムの研究としてサーバー型放送システ
ム（50）の研究を開始した。まず、ホームサーバーを実用
化するため、コンパクトなハードディスク内蔵型デジタ
ル放送受信機の開発に着手した。受信機内のハードディ
スクのアクセスタイムや転送レートの高速化、および制
御パラメーターの最適化を行い、1 台のハードディスク
装置でデジタルハイビジョンの 2番組を同時収録・再生
できるようにした。
2001 年から 2003 年にかけては、メタデータを利用し
たより高度なサービスを実現するための技術開発を行っ
た（51）（図 4.5）。それまで、メタデータは、放送局から
送るコンテンツの関連情報などを記述するだけの XML
文書であった。そのため、メタデータにより視聴者の嗜
好に応じた番組の自動収録・提示を行うパーソナル視聴
制御の実現は難しかった。そこで、コンテンツの蓄積・
再生制御が可能となるような拡張仕様の制御用メタデー
タを開発した。同時に、ダイジェスト視聴、特殊再生、
検索などを可能にするための BML ブラウザーの API
（Application Programming Interface）を開発し、例えば
希望シーンだけを視聴するためのコンテンツナビゲー
ション（ダイジェスト視聴）などの多様な番組視聴形態を

図 4.4 放送連動番組ホームページナビゲーション（口絵参照） 図 4.5 試作サーバー型放送受信機（口絵参照）
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可能にするシステムを開発した。
2004 年には、事業者が提供するメタデータを利用し

た視聴制御技術、および通信サービスも想定してコンテ
ンツの取得場所を指示するロケーション解決の技術とし
て、コンテンツにユニークに割り当てることを想定した
TV-Anytime フォーラム仕様の CRID（Content Refer-
ence ID）を利用した方式の研究開発を行った。また、関
連番組を提示するサービス方式は、TV-Anytime
フォーラムにユースケースとして提案して、国際標準に
含められた。
以上の研究は、奥田治雄、吉村俊郎、上原年博、栗岡
辰弥、真島恵吾、石川清彦、藤澤俊之、藤井亜里砂、西
本友成、馬場秋継が主に担当した。
（２）蓄積コンテンツの著作権管理保護方式
サーバー型放送システムの実現には、デジタル放送

サービスの高度化システムの開発と並行して、コンテン
ツの著作権を保護管理するための技術である RMP 方式
の開発を必要とした。2001 年より、先行して運用され
ているBSデジタル放送の限定受信方式と整合をとった
機能拡張方式の開発を開始した（52）。拡張方式には、
ホームサーバーに蓄積されたコンテンツを再生する場合
でも、放送局が設定したコンテンツ単位での利用許諾や
課金などのアクセス制御が必要とされた。
従来、アナログ放送の蓄積では、受信機側で暗号化す
ることが一般的であったため、デジタル放送でも放送さ
れる暗号化コンテンツをハードディスクに記録する際は、
受信機で一度復号してから放送とは別の方式で再度暗号
化を行うことが一般に検討された。ところが、蓄積の際
に用いられる暗号は受信機固有の仕様となるため、著作
権の保護は放送事業者の管理から離れてしまう。そこで、
サーバー型放送用に、放送事業者が、著作権の管理保護
を一貫して行い特殊再生も可能になるように 4重鍵方式
の開発を 2002 年から行った（53, 55）。この方式は、放送事
業者が設定した利用条件（コピー制御、視聴期限など）
に従いホームサーバーに蓄積された放送コンテンツを制
御するように拡張されて、サーバー型放送の基本 RMP
方式（54, 55）となり、（社）電波産業会に提案されて CAS-P
方式として標準化された。
以上の研究は、難波誠一、栗岡辰弥、西本友成が主に
担当した。
（３）放送通信共通RMP方式
サーバー型放送サービスは、2003 年から 2004 年にか
けて、それまでの放送蓄積コンテンツを対象としたサー
ビスに加えて、通信と連携したデジタル放送サービスと
しても検討された。サーバー型放送受信機は、放送波か
らの情報だけでなく通信情報も提示することから総合情
報端末と呼ばれるようになった。

総合情報端末のRMP方式には、まず、サーバー型放
送の基本RMP方式に加えて、権利処理が複雑なコンテ
ンツの権利保護のために、現行のコピー回数の制御に加
えてコンテンツの著作権や利用条件を放送事業者が細か
く指定できる方式が求められた。この実現方法として、
メタデータに用いられていた XML 形式の RMPI（RMP
Information）により、RMP システムを制御する総合情
報端末用のRMP方式を開発した。
さらに、ユーザーが放送と通信サービスを意識するこ
となくシームレスにコンテンツを利用できるようにする
ために、通信連携によるコンテンツを放送同様に管理し
て、共通暗号鍵や契約情報などの放送伝送フォーマット
を通信でも利用できるようにすることが必要になった。
そこで、通信の認証方式に加えて、放送伝送フォーマッ
トを利用可能な放送通信共通RMP方式を開発した。
以上の研究の一部は、松下電器産業（現パナソニック

（株））との共同研究で実施した。
この方式を実際のRMPシステムとして実現するため
には、コンテンツの権利保護のための暗号鍵、復号鍵や
利用条件などのライセンス情報の秘匿通信を安全に行う
手段である IC カードなどのセキュリティーモジュール
での実装評価が必要となる。そこで、IC カードに実装
して評価実験システムを試作して検証を行った。その結
果、放送・通信・蓄積に対するコンテンツの権利保護と
アクセス制御の機能を 1 枚の IC カードで十分処理でき
る方式であることを検証した。
このRMP方式は、総務省のプロジェクト「高度コン
テンツ流通実験」の対象となり、IBC 2003 などで展示
された。
以上の研究は、奥田治雄、藤田欣裕、難波誠一、上原
年博、栗岡辰弥、藤井亜里砂、中村晴幸、西本友成、馬
場秋継が主に担当した。
（４）高機能な総合情報端末
2004 年には、それまでの成果をまとめてデジタルテ

レビを本格的な総合情報端末に発展させるための視聴制
御とコンテンツの権利保護を行う RMP 方式の開発を
行った。ここで目指した内容は、放送事業者が意図した
コンテンツの利用制御を可能にするだけでなく、コンテ
ンツの権利保護のために事業者が意図しない視聴を防ぐ
ものである。そのため、デジタル署名を利用した視聴制
御メタデータの改ざん防止方式や、コンテンツの流通範
囲を制御するドメイン管理のためのドメイン鍵方式を開
発した。これらの方式も、放送通信共通 RMP 方式に加
えて IC カードに実装され、試作サーバー型放送受信機
としての検証を経て、ARIB 技術資料 TR-B 27 に反映
された。
以上の研究の一部は、（株）富士通研究所との共同研究
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で実施した。
以上の研究は、吉村俊郎、栗岡辰弥、石川清彦、中村
晴幸、西本友成、馬場秋継が主に担当した。
（５）サーバー型放送方式の標準化
2002 年の情報通信審議会において、サーバー型放送

は、「蓄積機能と通信機能利用による、これまでにない
視聴形態を可能とする新しい概念の放送」と位置づけら
れ、標準化が進められることになった。
サーバー型放送方式の標準化（56）のうち、メタデータ

を中心とした領域は、国際的には TV-Anytime フォー
ラムで進められ、ETSI（European Telecommunications
Standards Institute）TS 102 822 シリーズとなり、国内
では ARIB のサーバー型放送方式作業班で進められて、
2003 年 2 月に ARIB 標準規格 STD-B 38 となった。ま
た、システム全体や運用については、新たに設立された
サーバー型放送運用規定策定プロジェクト（サーバー P）
で検討され、その結果は 2006 年 9 月に ARIB 技術資料
TR-B 27 となった。技研からは、研究成果をもとに、
システムモデル、メタデータ、著作権の管理保護に関し
て技術提案を行った。
以上の研究は、藤田欣裕、奥田治雄、難波誠一、吉村
俊郎、上原年博、栗岡辰弥、真島恵吾、石川清彦、藤澤
俊之、藤井亜里砂、西本友成、馬場秋継、藤津 智が主
に担当した。

〔石川 清彦〕
4.2.3 PRSシステム
家庭への普及が著しいブロードバンドネットワークを
介して、放送局のサーバーに蓄積した過去 1週間の放送
番組を放送と同等の品質でオンデマンド配信する番組リ
クエストサービス（PRS：Program Request Service）の
実現を目指し、配信システムの研究を 2002 年から行っ
た。
2002 年には、NHKテレビ放送の全チャンネルの番組
を蓄積・配信するサーバーシステムと視聴端末を開発し
た（図 4.6）。視聴端末は、市販のデジタル放送チュー

ナーとこれに外付けするネットワークアダプター（小型
PC）で構成される。アダプターは、サーバーシステムか
ら取得した番組にアダプター操作のための BML コンテ
ンツを追加多重した信号をデジタル放送チューナーに供
給する（57）。BMLにより番組選択画面を作成することで
チューナー付属のリモコンを使ってアダプターを操作で
きるようにした。
2003 年には、数十台規模の視聴端末に対応した配信

システムを開発してサーバー負荷などの技術的課題を検
証するとともに、デモ展示などを通して関係者への
PRS の啓蒙活動を行った。並行して、関連部局を交え
た PRS 実験検討会を設置して公開フィールド実験の準
備を進めたが、制度・権利処理の課題を残し実用には至
らなかった。
2004 年はコンテンツの権利管理保護機能の統合や携

帯電話による視聴機能の追加などの機能拡張を行った。
また、PRS システムの開発技術を応用し、地上デジタ
ル放送 IP 伝送システムの開発や、ハイビジョン映像の
無停止 IP マルチキャスト配信システムに関する（株）
KDDI 研究所との共同研究（58, 59）などを実施した。
以上の研究は、小山田公之、岩舘祐一、星野春男、戸
張貴司、南浩樹、上村和宏が主に担当した。

〔上村 和宏〕
4.2.4 IP 放送システム
2003 年から 2005 年にかけ、ブロードバンド IP ネッ

トワークを利用して 1,000 万端末規模に放送番組を配信
する基盤技術の開発を目指して、IP ネットワークの構
成法や放送信号の伝送方式の研究を行った（60）。2005 年
からは、放送サービスの利用機会の拡大、受信場所や受
信環境に応じて柔軟に品質を確保するサービスの提供を
目指して、有線・無線のさまざまな伝送路を柔軟に組み
合わせて放送を実現するシステムの研究を行った。
2003 年から、通信ネットワークを用いて地域放送を

実現するシステムの研究を行った。ネットワーク上に中
継サーバーを配置し、このサーバーが地域向けの編成情
報に従って全国放送や地域放送のコンテンツを受信・切
り替え・合成して家庭に向け配信することで、多様な番
組編成を実現する。この編成情報の伝送方式および編成
情報に従った切り替え・合成方式を開発した（61）。
また、ネットワーク障害などにより伝送帯域が減少し
た場合でも番組内容を視聴者に伝えるために、利用可能
伝送帯域や番組内容に応じて、縮小映像や静止画などへ
の映像変換を行い、確実に情報を伝えるコンテンツ伝送
方式を開発した（62, 63）。
2004 年から、IP ネットワークを用いてハイビジョン

番組を 1,000 万端末規模に同時に配信することを目指し
て、マルチキャスト配信網の構成法や高品質配信サー図 4.6 PRS視聴端末の操作画面

99



※検査パケット ：
　誤り訂正のためのパケット

ネットワーク

送信設備

常時受信用検査
パケットの伝送

基本階層

追加受信用検査
パケットの伝送

補強階層 要求 応答

階層マルチキャスト伝送 個別伝送

受信状態の良い端末

常時受信分だけ受信し
伝送効率を改善

受信状態が一時的
に悪化した端末

追加受信用検査
パケットを個別伝送

継続的に悪化した端末

追加受信用検査パケット
を継続的に受信

バーの研究を行った。パケット間隔を制御することによ
り、ネットワーク機器でのバッファーあふれによるパ
ケットロスを予防し、高品質に同時に多数の番組を送出
できるストリームサーバーを開発した（64）。（独）情報通
信研究機構（NICT）の大規模インターネット実証環境
「StarBED」を利用して開発したストリームサーバーお
よび大規模配信網の構築手法の検証を行った。
2005 年には、地上デジタル放送の放送ネットワーク

を補完する手段としてブロードバンド IP ネットワーク
を活用する技術の検討を開始した。放送サービスの品質
と信頼性を維持するという観点から IP 再送信の技術課
題を明確化し、デジタル放送をそのまま高品質に伝送す
る方式を開発した。再送信にあたり、デジタル放送の
TS（Transport Steram）全体に暗号化を施してコンテン
ツのセキュリティーを強化し、誤り訂正情報を付加して
パケットロスへの耐性をもたせ、さらにパケットの送出
間隔を高精度に制御することで高品質な伝送を可能にし
た（65）。この方式に基づくサーバー装置および受信装置
を試作し、自治体ネットワークを利用するデジタル放送
の伝送実験により再送信方式の評価・検討を行った（66）。
2006 年には、この IP再送信の信号を受信し、一般の
受信機向けに再度電波として発射する IP ギャップフィ
ラー技術の開発を進めた。IP ギャップフィラー方式は
電波を受信する一般のデジタル放送受信機を利用できる
という利点を有する（67）。
また、マルチキャスト配信の品質確保技術の高度化を
目指した伝送方式を開発した（68）（図 4.7）。従来の誤り
訂正方式では、データの 5~20％の検査パケットを常時
伝送するため伝送効率が悪い。開発した方式は、送信側
で誤り訂正用のデータを常時受信する基本階層と追加で
受信する補強階層の 2つのストリームに分けて伝送する。
受信側では、通常基本階層のみを受信するが、基本階層
の検査パケットでは失われたパケットすべてを回復でき

ない場合に補強階層を追加受信する。このように、補強
階層のパケットを常時受信する必要がないため伝送効率
が向上する。
これら IP 再送信技術および品質確保技術の評価を目

的として、IP マルチキャスト通信によりハイビジョン
を配信し、家庭向け光ブロードバン接続により東京、長
野、札幌で受信し、機能・性能を検証した（69）（図 4.8）。
また、IP 放送の利用機会を拡大させることを目的と

して、受信機による IP 放送の簡単な発見と設定自動化
を行うサービス発見案内方式の開発を行った（70）。NGN
（Next Generation Network）および携帯電話の制御信号
である SIP（Session Initiation Protocol）を拡張すること
で、接続するネットワークに応じた受信設定を自動化し
た。
2007 年から、P 2 P技術を用いてインターネットで効
率良くライブストリーミングを行う方式の研究を行っ
た（71）。地域放送と全国放送を組み合わせた編成を行う
と、その切り替わり時に一斉に経路切り替え処理が発生

図 4.7 品質確保と伝送効率改善の両立

図 4.8 デジタル放送の IPマルチキャスト再送信（札幌）
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する。そこで、番組切り替え後も同じ番組を視聴する端
末間の経路はそのまま維持することで、配信の安定性を
高める手法を開発した（72）。
以上の研究は、和泉吉則、鹿喰善明、今泉浩幸、青木
勝典、清水丈晴、木村徹、西村敏、青木秀一が主に担
当した。

〔青木 勝典〕

4.3 セキュリティー技術
4.3.1 RMPシステム（73~89）

2004 年より、ユビキタス・ユニバーサルサービスの
実現のためのコンテンツ保護技術や、視聴者のニーズを
反映したサービスのために必要な視聴者情報保護技術な
どセキュリティー技術の研究としてさまざまな RMP
（Rights Management and Protection）システムの研究開
発を開始した。
（１）安全な個別ユーザー向けサービス技術
2004 年より、視聴履歴から抽出したユーザー嗜好情

報を利用したコンテンツ配信制御手法を開発した。
さらに、情報漏えいを防止するデータベース管理方式、
視聴者情報を安全に閲覧する電子署名方式、およびユー
ザー嗜好情報の統計処理結果を番組編成に反映させる配
信制御方式について、10 万ユーザーに対する実用性能
評価実験を行い有効性が確認された。
以上の研究は、（独）情報通信研究機構（NICT）の委託
研究として実施した。
また、より安全なサービスを実現するために、事業者
側の顧客情報データベースの漏えい対策として、データ
ベースを閲覧する使用者ごとに異なるダミーデータを挿
入する方式を開発した。漏えいしたダミーデータをもと
に、どの利用者が漏えいさせたかを特定することが可能
になった。
（２）コンテンツ保護技術
2004 年から 2006 年にかけて、学校放送サービスの応
用を目的として校内証明書と電子署名を用いたドメイン
管理システムや、コンテンツを保護したまま自由に持ち
運ぶために可搬メディアのファイルシステムによるドメ
イン管理技術を開発した。これらのシステムにより、学
校内ネットワークに限ってデジタル教材を自由に流通さ
せることができる学校放送サービスなどが可能になった。
また、2007 年には、P 2 P ネットワークにおいても端
末の管理情報を利用して、端末の正当性を検証する方式
を開発した。その結果、P 2 P によるコンテンツの流通
制御を可能にした。この方式には、端末が P 2 P ネット
ワークから頻繁に離脱する場合でも安定なコンテンツ配
信を維持する機能を追加し、シミュレーションによる評
価により、その有効性を確認した。

以上の研究の一部は、（株）富士通研究所との共同研究
で実施した。
（３）シングルサインオン認証方式
2005 年より、デジタル放送サービスからリンクする

複数の通信サービスを 1回のユーザー認証だけで利用す
ることができるシングルサインオン認証方式の研究に着
手した。この方式により、2008 年には、携帯型端末と
据置型テレビの間で同一サービスを継続して利用するこ
とが可能になり、認証操作の繰り返しを省き、同じ状態
でサービスを継承できるようになった。その結果、利用
中のコンテンツの再検索などが不要な利便性の高いシス
テムが実現した。
これらのシングルサインオン認証方式は国際標準であ
るリバティ・アライアンスの Web サービスフレーム
ワーク（ID-WSF）にユースケースとして採用された。
現在は、カンターラ・イニシアティブとして発展した
リバティ・アライアンスは、ネットワークサービスでの
ID 連携のオープン仕様の開発を目的とする非営利組織
で、世界の 150 以上の企業、団体、政府が参加している。
シングルサインオン認証に関するこの研究の一部は、
日本電信電話（株）との共同研究で実施した。
2009 年には、データ放送と XML 形式の通信コンテ

ンツを受信機上で合成・提示する手法を開発した。その
際、シングルサインオンシステムは、通信コンテンツと
して個人向けの情報も想定し、外部通信事業者と放送局
の間で IDや属性情報の連携が可能なように改良された。
以上の研究の一部は、東京工業大学との共同研究で実
施した。
（４）モバイル関連技術
2007 年には、携帯端末向け VOD システムへの適用

を目的に視聴者情報管理技術、認証技術を新たに開発し
た。さらに、携帯端末向けに、Mobile IPv 6 と Proxy
Mobile IPv 6 をベースとした無線ネットワーク間および
端末間でのシームレスなコンテンツ配信サービスを提供
可能にするハンドオーバー認証制御方式を開発した。
以上の研究は、KDDI（株）および（株）KDDI 研究所と

の共同研究として実施した。
2008 年には、CAS カード ID や郵便番号などの受信

機固有の情報を含む個別 QR コード（2 次元コードの一
種）を、受信機で生成する BML 技術を技術局と共同で
開発した。データ放送で表示した個別 QR コード（図
4.9）をカメラ付き携帯電話で読み取るという簡単な操
作で、受信機固有の情報を用いてサーバーへのアクセス
が可能になる。2009 年には、処理速度を 2 倍程度に改
善した高速QRコード生成方式を新たに開発した。
（５）安全なコンテンツ配信・課金方式
2005 年から 2008 年にかけて、放送通信融合時代の新
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たな放送サービスにおいて、視聴者情報を保護し安全な
課金を実現するための認証技術の研究を、情報セキュリ
ティ大学院大学、および中央大学との共同研究により
行った。
（６）コンテンツ蓄積配信サーバー技術
コンテンツの蓄積配信制御用メタデータ仕様およびセ
キュリティー要件に関する検討を行った。また、通信
ネットワークを利用し複数メンバー間のコミュニケー
ションを可能にする映像協調制作システムの提案を行っ
た。
以上の研究は、東北大学との共同研究として実施した。
以上の研究は、吉村俊郎、木村武史、井上友幸、今泉
浩幸、砂崎俊二、真島恵吾、小川一人、石川清彦、藤澤
俊之、藤井亜里砂、中村晴幸、西本友成、藤津 智、大
竹剛、大亦寿之、川喜田裕之、山村千草が主に担当し
た。

〔石川 清彦〕
4.3.2 映像・音声電子透かし
デジタルコンテンツは、配信や蓄積が容易である一方
で、権利者の許可を得ることなく複製、再送信するなど
の違法行為を行うことも容易であるため、権利保護技術
の開発が欠かせない。このため、デジタルコンテンツの
権利保護を目的とし、電子透かしなどの研究を進めた。
2000 年には、ベースバンド信号に情報を埋め込むこ

とによりさまざまな圧縮方式に対応できる電子透かしを
開発した。また、音声用電子透かしについては、BS デ
ジタル放送用の符号化・復号化を行った後も音質劣化が
検知されず、かつ透かし情報が正しく検出される方式を
開発し、（社）日本音楽著作権協会に提案した。2001 年
には、異なる方式の電子透かしを多重して 1つの映像に
埋め込み、複数の権利情報を別々に取り出す手法を開発
した。2002 年には、標準テレビ信号に対してリアルタ
イムで電子透かしの埋め込み・検出を行うことができる
装置を開発した（90）。2003 年には、ハイビジョン用のリ
アルタイム電子透かし埋め込み・検出装置を開発し

た（91）。
2003 年には、テレビモニターや映画スクリーンに映

し出されたコンテンツを民生用ビデオカメラで再撮した
映像からでも埋め込まれた情報を検出可能な電子透かし
の基本方式を開発した。放送コンテンツにこの方式の電
子透かしを用いて権利情報を埋め込むことで、再撮映像
の不正流通を抑止することを可能にした。2005 年には、
SMPTE（Society of Motion Picture and Television Engi-
neers：全米映画テレビジョン技術者協会）で要求される
情報量と検出時間に関する仕様を満足させた（92~96）。
2006 年には、新たなフィルター処理により、電子透か
しの埋め込みによる画質劣化を視覚的に確認困難なレベ
ルにまで低減させた。
2007 年には、再撮耐性を有するハイビジョン用のリ

アルタイム電子透かし埋め込み装置を開発した（97, 98）。
2008 年には、埋め込みアルゴリズムの改善と検出率の
向上を図り、各種圧縮方式に対する耐性を評価した（99）。
2009 年には、デジタルフィルターなどの適用による画
質改善と誤り訂正符号の導入による検出率向上を図り、
各種圧縮方式に対して高い耐性を有する埋め込み方式を
開発した。
インターネットなどにより不正流通するコンテンツの
識別を目的とし、動画像特徴量抽出方式の研究を行った。
2003 年には、3次元周波数解析と多変量解析を用いて
動画像コンテンツの特徴量を取得する手法を考案し、一
部が欠落したコンテンツに対しても精度の高い識別を可
能にした（100）。2004 年から 2005 年にかけて、位相限定
相関を適用し識別性能を向上させ、約 1か月分の放送番
組を用いた検証実験を行い、良好な結果を得た（101）。
以上の研究は、三菱電機（株）との共同研究として実施
した。
以上の研究は、合志清一、真島恵吾、小川一人、中村
晴幸、大竹剛、室田逸郎が主に担当した。

〔真島 恵吾〕
4.3.3 暗号・認証
ネットワークを利用したコンテンツ配信において、コ
ンテンツの著作権や、利用者の個人情報を保護するため、
コンテンツの暗号化方式や、プロバイダー・利用者の認
証方式、コンテンツの再配信を行う不正利用者を追跡で
きる符号方式の研究を 2002 年から行った。
2002 年には高い安全性を有する DRM（Digital Rights

Management）として、公開鍵暗号の 1 つである ID-
Based 暗号をベースに、コンテンツサーバーのコンテン
ツの暗号化と、ライセンスサーバーによる復号鍵の発行
を、秘密情報を共有することなく、公開情報だけを共有
することで独立に運用できる方式を開発した（102~104）。
2004 年からはコンテンツの違法な再配布や、セット

図 4.9 試作したソフトウエアによるQRコード生成画面
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トップボックス（STB）の不正利用を行う利用者を追跡す
る手法の開発に着手した。コンテンツの第三者への再配
布を防止するため、コンテンツの中に利用者固有の符号
を埋め込み、複数の利用者が共謀して再配布を行っても
共謀者を特定できる符号の研究を行い、特定できる共謀
者の人数と、最短符号長の関係を理論的に求めた（105~114）。
この研究は、（独）産業技術総合研究所との共同研究で実
施した。また、通信路容量に応じた効率的な配信方法を
開発した（115~117）。さらに、STB の不正利用を防止する
ためにコンテンツの暗号化方式の開発に着手し、1 つの
暗号鍵に対し利用者ごとに異なる復号鍵を付与し、不正
利用者の追跡ができる暗号の開発を進めた。復号鍵のコ
ピーから、オリジナルの復号鍵の所有者が特定できる。
また、復号鍵のサイズが小さく、復号鍵に更新機能を付
与した安全な方式を 2007 年に開発した（118~121）（図 4.10）。
2005 年からはプロバイダーや利用者を認証するため

のデジタル署名方式の開発に着手した。プロバイダー用
の署名方式では、署名鍵を更新する機能をもたせ、署名
鍵の漏えいに対して耐性をもたせた署名方式を開発し
た（122~127）。さらに、利用者用の署名方式では、匿名で会
員サービスを享受しながら、プロバイダーは同一の利用
者であることが判定できる署名方式を 2009 年に開発し、
利用者への推薦サービスが可能なシステムを開発し
た（128~133）。
以上の研究は、難波誠一、小山田公之、合志清一、真
島恵吾、小川一人、藤井亜里砂、藤津 智、室田逸郎、
大竹剛、および花岡悟一郎（ポストドクター）が主に担
当した。

〔小川 一人〕

4.4 視聴者コミュニティー支援
ネットワークを介して番組内容について視聴者同士が
コミュニケーションをとることのできる新しい番組視聴

形態と視聴者サービスの提案を目指した研究開発を行っ
ている。
2005 年からは、番組を見ながら視聴者が感想や意見

などのコメントを自由に書き込んで放送局や参加者に
フィードバックできる新しいサービスを実現するシステ
ムの検討を開始した。このシステムは、情報を収集する
機能と書き込まれた意見を自動的に分類する機能の 2つ
で構成される。情報を収集する機能としては、放送局
サーバーの負担が少なく、かつ効率良くコメントを収
集・分析できる放送トラックバック処理を提案し（134, 135）、
実験システムを試作した（136~138）。この研究は、慶應義塾
大学と共同で実施した。
また、ファンサイトを利用したコメントに対応したド
ラマのシーンを特定する手法を開発した（139）。書き込ま
れた意見の自動分類手法としては、ネット上に書き込ま
れたドラマに関するチャットデータの特徴を分析し、主
語などの情報を補完したうえで視聴者の特徴づけを行う
方式（140, 141）を提案した。
2008 年からは「情報還流システム」として上記機能

をもつプロトタイプシステムを試作し（142）、サービスの
開発を進めた（図 4.11）。情報還流システムのサービス
として、コメントの類似度で視聴者を分類する手法（143）、
解析結果を可視化して視聴者にフィードバックするコメ
ント解析結果表示、漫画風ダイジェスト（144）、番組推薦
サービス、ブログ推薦サービスなどを開発した（145）。
携帯端末を利用している視聴者へのアプローチとして、
携帯端末向けニュース記事の推薦手法を開発し（146）、実
際の配信ニュースを用いて評価実験を行い、嗜好にあっ
たニュース項目が推薦できることを確認した（147, 148）。こ
の研究は、（株）KDDI 研究所と共同で実施した。
また、PC を利用する視聴者へのアプローチとして、
インターネット実験サービスサイト「Teleda」（図
4.12）の構築を 2009 年度から開始し、100 人を対象に

図 4.10 不正利用者を追跡できるコンテンツ配信システム
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インターネット上でのサービス実験を行い、Teleda サ
イトによる口コミ効果などの視聴者の番組に対する興味
の広がりを検証した。
以上の研究は、浜田浩行、妹尾 宏、金次保明、鹿喰

善明、大槻一博、有安香子、藤沢寛、木村徹、西村敏、
浜口斉周、大竹剛、望月貴裕、宮崎勝、高橋正樹が主
に担当した。

〔金次 保明〕
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